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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第116期
第３四半期
連結累計期間

第117期
第３四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 40,414,373 39,577,250 62,466,300

経常利益又は経常損失(△) (千円) △473,271 △733,156 1,785,999

当期純利益又は四半期純損失
(△)

(千円) △697,348 △625,840 616,385

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △802,825 △387,672 811,291

純資産額 (千円) 17,414,503 18,258,578 19,027,963

総資産額 (千円) 42,748,160 42,535,342 47,925,565

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △23.98 △21.53 21.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.6 42.8 39.6

　

回次
第116期
第３四半期
連結会計期間

第117期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △12.27 △3.57

(注) １．提出会社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第116期第３四半期連結累計期間、第117期第３四半期連結累計期間、及び第116期の潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、提出会社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

(防災事業)

平成24年10月１日付において「Kentec Electronics Limited」の全株式を取得したことにより、連

結の範囲に含めております。

　
また、提出会社の株主である綜合警備保障株式会社は、平成24年11月13日付に提出会社株式を追加取得

し、平成24年12月31日現在において、綜合警備保障株式会社の議決権の所有割合は、3.33％から15.14％にな

り、提出会社のその他の関係会社となっております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前連結会計年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要を下支えとして、緩や

かな回復の兆しがみられ、さらに政権交代にともなう経済再生策や景気浮揚策等への期待が高まりつつ

あります。しかしながら、欧州の債務問題や新興国の景気減速懸念等、国内経済に影響を与え得るリスク

が依然として存在しており、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　防災・情報通信業界におきましては、公共投資や民間設備の建設投資は増加に転じつつあるものの、依

然として低調に推移しており、業界を取り巻く経営環境は厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況のもと、提出会社グループは、全社を挙げて営業活動を推進してまいりました結果、受注

高は45,938百万円(前年同四半期比0.3％増)、売上高は39,577百万円(前年同四半期比2.1％減)となりま

した。

　利益につきましては、原価率の改善や経費の削減に努めてまいりましたが、提出会社グループを統括す

るITシステム導入にともない、ソフトウエアの減価償却費が増加したこと等により、営業損失は700百万

円(前年同四半期は営業損失454百万円）、経常損失は733百万円(前年同四半期は経常損失473百万円）、

四半期純損失は625百万円(前年同四半期は四半期純損失697百万円)となりました。

　セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

　防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、新築市場が依然として低迷するなか、メンテナン

ス事業を強化するとともに、リニューアル市場に注力し積極的な営業を推進してまいりました結果、首都

圏を中心に順調に推移いたしました。なお、前年同四半期大幅な売上の増加要因となったトンネル防災シ

ステムは、大型物件竣工の反動により減少いたしました。

　以上の結果、防災事業の受注高は36,275百万円(前年同四半期比6.5％増)、売上高は30,820百万円(前年

同四半期比0.2％減)、セグメント利益(営業利益)は2,020百万円(前年同四半期比21.4％増)となりまし

た。

　情報通信事業等の情報通信設備は、地上デジタル放送関連特需の終焉により減少いたしました。一方、防

犯設備等につきましては、提出会社グループの強みである中・小規模物件やテナント移動にともなうセ

キュリティ導入需要は依然として底堅く順調に推移いたしました。

　以上の結果、情報通信事業等の受注高は9,662百万円(前年同四半期比17.7％減)、売上高は8,756百万円

(前年同四半期比8.2％減) 、セグメント損失(営業損失)は296百万円(前年同四半期はセグメント損失163

百万円)となりました。
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　なお、提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の

割合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著し

い相違があり、業績に季節的変動があります。

　

(2) 財政状態の分析

(流動資産)

　当第３四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ6,248百万円減少し、

28,003百万円となりました。これは主に、未成工事支出金が増加したものの、受取手形及び売掛金が減少

したこと等によるものであります。

　未成工事支出金の増加は仕掛工事物件が増加したことによるものであり、受取手形及び売掛金の減少は

回収等によるものであります。

(固定資産)

　当第３四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ858百万円増加し、

14,531百万円となりました。

(流動負債)

　当第３四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ4,914百万円減少し、

16,478百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金やその他に含まれる未払金が減少したこと

等によるものであります。

　支払手形及び買掛金や未払金の減少は支払によるものであります。

(固定負債)

　当第３四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ293百万円増加し、

7,797百万円となりました。

(純資産)

　当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ769百万円減少し、

18,258百万円となりました。これは主に、利益剰余金が減少したこと等によるものであります。

　

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、提出会社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、提出会社は、「会社の支配に関する基本方針」について、以下のとおり決定しております。

①会社の支配に関する基本方針

上場会社である提出会社の株式は、譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様

より、自由で活発な取引をいただいております。よって、提出会社の財務及び事業の方針を支配する

者の在り方についても、提出会社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。し

たがって、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものでは

なく、最終的には株主の皆様の意思により判断されるべきであると考えております。

一方、提出会社は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、経営の基本理念、企業価

値の様々な源泉、提出会社を支えるステークホルダーとの信頼関係を維持し、提出会社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。し

たがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案やこ

れに類似する行為を行う者は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当では

ないと考えております。

なお、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合には、直ちに情報の収集に努め、当該行

為が提出会社に与える影響を分析し、基本方針に照らして不適切な者と判断した場合には、最も適切

な措置をとってまいります。また、必要に応じ提出会社の考え、意見等を株主の皆様の判断材料とな

るよう開示いたします。
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②基本方針の実現に資する取組み

提出会社では、提出会社の企業価値及び株主共同の利益を向上させることにより、多数の投資家の

皆様に長期的に継続して提出会社に投資していただくため、下記(イ)の基本方針のもとに下記(ロ)

の施策を実施しております。

(イ) 提出会社の経営の基本方針

提出会社は、1918年の創業以来、「皆様の大切な人命や財産を火災からお守りする」という

大きな使命のもと、製品やシステムの研究開発・製造から販売・施工・保守に至るまで一貫し

て火災防災に取組んでまいりました。また今日では、防災で培った技術・ノウハウを核として

セキュリティシステムや情報通信分野へとその事業の裾野を広げております。今後につきまし

ては、これらを融合し、さらに私たちの暮らしの基盤である一般住宅(家庭用防災)へも事業を

拡大し、総合防災企業としてさらなる安心・安全・快適・利便の提供に邁進する所存でありま

す。

このような背景のもと、提出会社は、「災害の防止を通じ人命と財産の保護に貢献する」こ

とを基軸とし、社会のニーズに適合した価値ある商品とサービスを供給するとともに、顧客、株

主、取引先、その他地域社会の人々及び従業員に豊かな生活と生き甲斐のある場を提供する一

方、地球環境の保全に配慮して活動することを経営の基本方針としております。

(ロ) 中長期的な企業価値向上のための取組み

提出会社は、長期ビジョン「VISION2017」のもと、経営理念である「人々に安全を」「社会

に価値を」「企業を取り巻く人々に幸福を」を真に実践できる企業集団となることを目指し、

グローバルに発展していくために自らを変革し、変化の激しい市場環境を乗り越えてまいりま

す。

引き続き、仕事の質、経営の質、製品の質、サービスの質、人材の質など経営に係る全ての

「質」の向上に努め、グループ経営に重点を置き、グループ全体としての財務体質の強化に努

め、収益性と資産効率の向上を目指し、利益の最大化に取組んでまいります。また、リスク管理

体制の強化に努め、企業の社会的責任を果たしてまいります。

提出会社は、これらの取組みとともに株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホル

ダーとの信頼関係をより強固なものにし、中長期にわたる企業価値の安定的な向上を目指して

まいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって提出会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み

上記のとおり中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の向上を目指し提出会社の経営にあ

たってまいります。そのためには、株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホルダーとの間に

十分な理解と協力関係を構築することが不可欠であります。提出会社は、平素より適正なる企業運営

や適切な情報の開示に努め、提出会社のより良き理解者としての株主様の拡大に取組んでまいりま

す。

④当該取組みが基本方針に沿い、提出会社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、提出会社の会

社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて

当該取組みは、大規模買付提案やこれに類似する行為がなされた際に、当該買付け等に応じるべき

か否かの判断材料となるよう、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努めるものであり

ます。その最終的な判断が、株主の皆様の意思に委ねられていることから、提出会社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的に合致するものであり、提出会社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は911百万円であります。

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

 5/19



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,600,000

合計 57,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,172,00029,172,000
東京証券取引所　　
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

合計 29,172,00029,172,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～　
平成24年12月31日

― 29,172,000 ― 3,798,000 ― 2,728,707

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　　

106,000
― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,926,000
28,926 ─

単元未満株式
普通株式

140,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 29,172,000― ―

総株主の議決権 ― 28,926 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、提出会社所有の自己株式736株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

106,000─ 106,000 0.36

合計 ― 106,000─ 106,000 0.36

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,202,752 3,680,730

受取手形及び売掛金 ※3
 20,072,858

※3
 11,992,409

製品 2,065,962 1,983,895

仕掛品 324,481 354,248

原材料 2,752,392 2,836,452

未成工事支出金 3,759,202 5,663,363

その他 1,204,472 1,598,926

貸倒引当金 △130,458 △106,683

流動資産合計 34,251,664 28,003,344

固定資産

有形固定資産

土地 4,044,730 4,050,448

その他（純額） 2,606,395 2,556,983

有形固定資産合計 6,651,125 6,607,431

無形固定資産

のれん － 923,056

その他 2,289,966 2,108,195

無形固定資産合計 2,289,966 3,031,252

投資その他の資産

その他 4,932,294 5,111,178

貸倒引当金 △199,485 △217,864

投資その他の資産合計 4,732,808 4,893,313

固定資産合計 13,673,901 14,531,998

資産合計 47,925,565 42,535,342

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 11,063,867

※3
 8,239,572

短期借入金 ※1
 601,095

※1
 1,380,661

未払法人税等 722,645 67,052

工事損失引当金 47,374 －

製品補償引当金 146,559 36,120

その他 8,812,122 6,755,446

流動負債合計 21,393,664 16,478,853

固定負債

長期借入金 1,270,000 1,753,000

退職給付引当金 5,101,367 4,898,353

役員退職慰労引当金 7,912 8,706

その他 1,124,657 1,137,849

固定負債合計 7,503,937 7,797,910

負債合計 28,897,602 24,276,764
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,798,000 3,798,000

資本剰余金 2,728,707 2,728,707

利益剰余金 13,988,288 12,984,588

自己株式 △54,349 △56,072

株主資本合計 20,460,647 19,455,223

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 68,329 205,403

土地再評価差額金 △704,571 △704,571

為替換算調整勘定 △849,142 △752,878

その他の包括利益累計額合計 △1,485,383 △1,252,046

少数株主持分 52,699 55,400

純資産合計 19,027,963 18,258,578

負債純資産合計 47,925,565 42,535,342
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 40,414,373 39,577,250

売上原価 29,519,460 28,492,857

売上総利益 10,894,913 11,084,392

販売費及び一般管理費

給料及び手当 4,357,104 4,418,027

その他 6,992,404 7,367,011

販売費及び一般管理費合計 11,349,508 11,785,038

営業損失（△） △454,595 △700,646

営業外収益

受取利息 1,994 3,063

受取配当金 35,200 34,946

貸倒引当金戻入額 24,422 22,495

その他 48,307 86,313

営業外収益合計 109,924 146,818

営業外費用

支払利息 25,594 26,559

売上割引 30,829 20,669

為替差損 11,630 49,917

支払手数料 11,667 45,523

その他 48,877 36,657

営業外費用合計 128,600 179,328

経常損失（△） △473,271 △733,156

特別利益

有形固定資産売却益 － 1,170

投資有価証券売却益 986 －

関係会社株式売却益 629 －

災害損失引当金戻入額 5,981 －

特別利益合計 7,597 1,170

特別損失

有形固定資産除却損 3,222 5,322

減損損失 － 37,906

会員権評価損 － 2,100

災害による損失 103,941 －

その他 260 －

特別損失合計 107,425 45,328

税金等調整前四半期純損失（△） △573,099 △777,315

法人税、住民税及び事業税 70,780 101,496

法人税等調整額 52,222 △257,820

法人税等合計 123,002 △156,323

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △696,102 △620,991

少数株主利益 1,245 4,849

四半期純損失（△） △697,348 △625,840
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △696,102 △620,991

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △84,292 137,054

土地再評価差額金 130,214 －

為替換算調整勘定 △152,645 96,263

その他の包括利益合計 △106,723 233,318

四半期包括利益 △802,825 △387,672

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △804,063 △392,503

少数株主に係る四半期包括利益 1,238 4,830
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

提出会社の連結子会社である「関西ホーチキエンジニアリング株式会社」は、平成24年７月１日付にて提出

会社の連結子会社であった「愛媛ホーチキ株式会社」を消滅会社とした吸収合併を行いました。

また、平成24年10月１日付において「Kentec Electronics Limited」の全株式を取得したことにより、連結の

範囲に含めております。

　
【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

提出会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　提出会社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。これら契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のとおり

であります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間　　　(平成
24年12月31日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 300,000千円 800,000千円

差引額 4,700,000千円 4,200,000千円

　
　２　手形流動化に伴う手形買戻し義務の上限額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間　　　(平成
24年12月31日)

　 555,129千円 563,825千円

　
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間　　　(平成
24年12月31日)

受取手形 432,681千円 111,900千円

支払手形 80,865千円 35,047千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相

違があり、業績に季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり

であります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 429,596千円 763,025千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 377,926 13平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 377,858 13平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
防災事業
(千円)

情報通信
事業等(千円)

合計(千円)
調整額
(千円)

四半期連結損益
計算書計上額
(千円)

売上高 30,870,3789,543,99540,414,373 ― 40,414,373

セグメント利益又は損失(△) 1,664,457△163,2151,501,241△1,955,836△454,595

(注) １　セグメント利益の調整額△1,955,836千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
防災事業
(千円)

情報通信
事業等(千円)

合計(千円)
調整額
(千円)

四半期連結損益
計算書計上額
(千円)

売上高 30,820,4318,756,81839,577,250 ― 39,577,250

セグメント利益又は損失(△) 2,020,859△296,2441,724,614△2,425,260△700,646

(注) １　セグメント利益の調整額△2,425,260千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

「防災事業」セグメントにおいて、Kentec Electronics Limitedの株式を平成24年10月１日付で取得

したことにより、連結の範囲に含めております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては923,056千円でありま

す。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日)

　　取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称    Kentec Electronics Limited

事業の内容          火災受信盤・ガス消火制御盤等の開発・製造・販売

(2) 企業結合を行った主な理由

提出会社グループの持つ火災センサー技術とKentec Electronics Limitedが持つ受信盤技術を融

合させたシステム販売で提出会社グループの海外展開を図るためであります。

(3) 企業結合日

平成24年10月１日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

Kentec Electronics Limited

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

提出会社が現金を対価として株式を取得したためであります。

　
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

被取得企業の決算日は12月31日であり、連結決算日と３ヵ月異なっております。企業結合のみなし取

得日を平成24年10月１日としているため、当第３四半期連結累計期間には被取得企業の業績を含んで

おりません。

　
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 1,010,547千円

取得に直接要した費用 26,120千円

取得原価 1,036,667千円

　
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額 

923,056千円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

 １株当たり四半期純損失金額(△) △23円98銭 △21円53銭

 　四半期純損失金額(△)(千円) △697,348 △625,840

 　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 　普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △697,348 △625,840

 　普通株式の期中平均株式数(株) 29,068,930 29,064,765

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月13日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    長    田    清    忠    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥    羽    正    浩    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホー
チキ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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